
人事行政の運営等の状況の公表

　河北町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、平成２６年度における人事行政

の運営状況の概要を次のとおり公表します。

平成２７年１０月３１日 河北町長　田 宮 栄 佐 美

○ 職員の任免及び職員数に関する状況

○ 職員の給与の状況

○ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

○ 職員の分限及び懲戒処分の状況

○ 職員の服務の状況

○ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況

○ 職員の福祉及び利益の保護の状況



職員の任免及び職員数に関する状況

１　部門別職員数 各年度4月1日現在（人）

※　職員数は一般職に属する職員数であり、臨時、非常勤の職員は含みません。

※　公営企業等会計部門のその他は、国民健康保険、介護保険などの事業に従事する職員の合計です。

※　合計の欄の〔　〕内は、条例定数の合計です。

２　採用者数の状況

３　退職者数の状況

※　職員の定年は60歳です。

※　「早退」とは、早期退職募集制度の適用をうけ、定年前に退職することをいいます。

※　「勧奨」とは、退職勧奨制度の適用をうけ、定年前に退職することをいいます。

※　「普通」とは、自己都合による退職などのことをいいます。
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職員の給与の状況

１　総括

（1）人件費の状況（一般会計決算）

平成２５年度の人件費率

（注） 人件費には、特別職に支給される給料・報酬を含みます。

（2）職員給与費の状況（一般会計予算）

B

（注）１ 職員手当には退職手当は含まれておりません。

　　　２ 職員数は平成２６年４月１日現在の職員数です。

（3）職員の給与の水準

行政職給料表適用者にかかるラスパイレス指数の推移

（注）　１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数を

　　　　　いいます。

　　　　２ 括弧内の数値は国家公務員の給与改定特例法の措置が無かった場合の数値です。

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（1）職員の平均年齢及び平均給与月額の状況（平成27年4月1日現在）

①　一般行政職

（注）１「平均給料月額」は、平成27年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　　　２「平均給与月額」は、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当など

　　　　 の諸手当の額を合計したものです。

　（２）職員の初任給の状況（平成27年4月1日現在）
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　（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成27年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況（平成２７年４月１日）

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

（注）１　河北町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

－

経験年数15年以上20年未満 経験年数20年以上25年未満

317,278

304,200

368,631

329,188

－－

－

１級 主事 18 17.8

２級 主任 9 8.9

３級 総括主任 37 36.6

４級 係長 11 10.9

５級 室長、課長補佐 15 14.9

６級 課長 11 10.9

区　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

技能労務職
高校卒

高校卒
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－
一般行政職

大学卒

中学卒

－

－
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４　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

（平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（ 月分） （ 月分） （ 月分） （ 月分）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～15％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算 10～25％

（注）（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

（２）退職手当（平成27年4月1日現在）

（支給率） （支給率）

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～４５％加算） （2％～４５％加算）

1人当たり平均支給額 千円

（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

（３）特殊勤務手当（平成27年4月1日現在）

特殊勤務手当はありません。

（４）時間外勤務手当

1.40 0.70 1.45

1人当たり平均支給額（平成26年度）
－

1,376 千円

0.70

2.55 1.40 2.60 1.50

河　　　北　　　町 国

20.445 25.55625 20.445

河　　　北　　　町 国

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

25.55625

29.145 34.5825 29.145 34.5825

41.325 49.59 41.325 49.59

49.59 49.59 49.59 49.59

20,381

千円

支給実績（平成26年度決算） 38,734 千円

職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 279 千円

支給実績（平成25年度決算） 32,751 千円

職員1人当たり平均支給年額（平成25年度決算） 229
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（５）その他の手当（平成27年4月1日現在）

円

５　特別職の報酬等の状況（平成26年4月1日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

（平成26年度支給割合）

月分

（平成26年度支給割合）

月分

（算定方式） （支給時期）

67万2千円×48月×0.567 任期ごとに支給、または

在職期間を通算して支給

（支給時期）

55万円×48月×0.331 任期ごとに支給、または

在職期間を通算して支給

支給職員1人当た

(平成26年度決算) り平均支給年額

（平成26年度決算）

千円

手当名 内容及び支給単価
国の制
度との
異同

国の制度と
異なる内容

支給実績

392,731 円

扶養手当

○配偶者　13,000円
○一般の扶養親族　　6,500円
（配偶者がいない場合は
　　　　　　1人目11,000円）
○扶養親族のうち満16歳の年度
　初めから満22歳の年度末まで
　の子1人につき　　5,000円

同じ 13,156 千円 212,185 円

円

住居手当 借家　　限度額　27,000円 同じ 6,047 千円

千円

287,929 円

通勤手当
交通機関利用限度額　55,000円
交通用具利用限度額　37,200.円

異なる 距離区分・支給額 3,497 千円 46,013

17,676 円

8,788 千円 63,225

日直手当 勤務1回につき、4,200円 同じ

寒冷地手当

1,037

休日勤務手当
休日等に勤務した職員
勤務1時間につき、1時間当たりの給与
月額に135/100を乗じて得た額

同じ

給料表、職務の
級、区分別に定め
られた額

4,713

千円 9,517

扶養親族のある世帯主である職員
　　　17,800円
扶養親族のない世帯主である職員
　　　10,200円
その他の職員
　　　　7,360円

同じ 円

672,000

副　町　長 645,000

354

管理職手当
管理又は監督する地位にある職員
給料月額の10/100以内（平成2６年
度は8/100)

異なる

－

議　　　員 260,000

区　　　　分 給　　　　料　　　　月　　　　額　　　　等

減　額　前 減　額　後

給料
町　　　長 840,000

副　議　長 3.00

議　　　員

550,000

報酬

議　　　長 330,000 －

副　議　長 275,000

退職
手当

町　　　長

副　町　長

－

期末
手当

町　　　長

副　町　長 3.00

議　　　長
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職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

１　職員の休日

○　週休日（土曜日・日曜日）

（ただし、週休日に勤務が必要な者は週休日を振り替える）

○　国民の祝日に関する法律に規定する休日

○　1月1日から同月3日まで及び12月29日から同月31日までの日（上記の休日を除く）

２　職員の勤務時間

○　1週間あたりの勤務時間 38時間45分

○　1日の勤務時間（交代勤務以外の職員の場合） 午前8時30分から午後5時15分まで

３　職員の休暇制度

年次有給休暇 一の年につき20日（20日を上限に残日数を翌年に繰越し可）

病気休暇 公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷：必要と認められる期間

結核性疾患：1年以内

高血圧病、動脈硬化性心臓病及び悪性新生物による疾病並びにその他の慢性疾患で

任命権者が特に必要と認めたもの：180日以内

精神及び神経に係る疾病で任命権者が特に必要と認めるもの：180日以内

負傷又は疾病：90日以内

負傷又は病気により休職を命ぜられた職員が復職後において、又は病気休暇を与え

られた職員が休暇の期間満了後において、なお普通勤務が困難な場合：60日以内

で1日につき必要と認められる時間

災害等 地震、水害その他の災害により職員の現住居が滅失し、若しくは損壊した場合又は

それらのおそれがある場合で、当該住居の復旧作業等のため勤務しないことが相当

であると認められる場合：15日（おそれがある場合は3日）の範囲内の期間

地震、水害その他の災害又は交通機関の事故等により出勤することが著しく困難で

あると認められる場合：必要と認められる期間

地震、水害、火災その他の災害時において、職員が退勤途上における身体の危険を

回避するため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合：必要と認められる

期間

負傷・疾病等 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に基づく健康診断、就業

制限又は交通の制限若しくは遮断のため勤務しないことがやむを得ないと認められ

る場合：必要と認められる期間

妊娠・出産等 8週間（多胎妊娠の場合にあっては14週間）以内に出産する予定である女性職員が

申し出た場合：出産の日までの申し出た期間（産前休暇）

女性職員が出産した場合：出産の日の翌日から8週間を経過する日までの期間（産

後休暇）

妊娠中の女性職員の業務が母体又は胎児の健康の保持に影響があると認められる場

合において、適宜休息し、又は捕食するために勤務しないことが相当であると認め

られるとき：必要と認められる期間

妊娠中である女性職員が母子保健法に規定する保健指導又は健康審査を受ける場合

：妊娠週に応じて4週間・2週間・1週間に1回、産後1年までは1回について、そ

れぞれ、1日の正規の勤務時間の範囲内で必要と認められる時間

妊娠中の女性職員の通勤に利用する交通機関の混雑の程度が母体又は胎児の健康保

持に影響があると認められる場合：正規の勤務時間の始め又は終わりについて1日

を通じて1時間以内でそれぞれ必要と認められる時間

職員の妻が出産する場合：職員の妻が出産するため病院に入院する等の日から出産

の日後2週間を経過する日までの期間における2日以内

　
特
別
休
暇

区　　分 要　件　及　び　期　間
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育児等 職員が生後1年に達しない子を育てる場合：1日2回それぞれ30分以内の時間

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、その子の看護のため勤務し

ないことが相当であると認められる場合：一の年において5日以内

冠婚葬祭 結婚する場合：7日以内

職員の親族が死亡した場合で、親族関係に応じて定める10日以内の期間

例）配偶者･･10日、父母･･7日、子･･5日

職員が父母、配偶者及び子の追悼のための特別な行事のため勤務しないことが相当

であると認められる場合：1日

その他 選挙権その他の公民としての権利を行使する場合：必要と認められる期間

裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共団体の議会その他

官公署へ出頭する場合：必要と認められる期間

骨髄移植のための骨髄液の提供希望者としてその登録を実施する者に対して登録の

申出を行い、又は骨髄移植のため配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者に骨髄液

を提供する場合で、当該申出又は提供に必要な検査、入院等のため勤務しないこと

が相当であると認められる場合：必要と認められる期間

自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活動（①相当規模の災害による被

災者を支援する活動、②社会福祉施設等における活動、③常態として日常生活を営

むのに支障がある者を支援する活動）を行う場合：一の年において5日以内

女性職員の生理：必要と認められる期間

職員が夏季における盆等の諸行事、心身の健康の維持及び増進又は家庭生活の充実

のため勤務しないことが相当であると認められる場合：7月から9月までの期間にお

いて原則として連続する3日間の期間

日常生活を営むのに支障がある者の介護その他規則で定める世話を行う職員が、当該

世話を行うため勤務しないことが相当であると認められる場合:一の年において５日

（要介護者が２人以上の場合にあっては、10日）の範囲内の期間

介護休暇 職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等を、負傷、疾病又は老齢により2週間以

上にわたり日常生活を営むのに支障がある者の介護をするため、勤務しないことが

相当であると認められる場合：6月以内で必要と認められる期間

組合休暇 職員が職員団体の業務又は活動に従事する場合：30日以内
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職員の分限及び懲戒処分の状況

１　分限処分の状況（平成26年度）

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

２　懲戒処分の状況（平成26年度）

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

処分内容の別

河　北　町

計

計

0 0 0 0 0

免職 休職 降任 降給

0 0 0 0 0

処分内容の別

河　北　町

計

免職 停職 減給 戒告 計

0 0 0 0 0

00 0 0 0
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職員の服務の状況

１　職務専念義務の免除

職員には、地方公務員法により、職務に専念する義務が課せられています。

◇地方公務員法

第35条　職員は、法律その他条例に特別の定がある場合を除く外、その勤務時間及び職務上の注意

　力のすべてをその職責遂行のために用い、当該地方公共団体がなすべき責を有する職務にのみ従事し

　なければならない。

「法律その他条例に特別の定がある場合」として、職務専念義務が免除される場合には、次のような場

合があります。

○研修を受ける場合

○厚生に関する計画の実施に参加する場合

○町の特別職としての職を兼ね、その職に関する事務を行う場合

○職務に関連ある他の地方公共団体の公務員としての職務を兼ね、その職務に関する事務を行う場合

○町行政の運営上、その地位を兼ねることが特に必要と認められる団体の役職員を兼ね、その事務を

　行う場合

○地方公共団体の機関、学校その他の団体から委嘱を受けて講演又は講義を行う場合

○職務の教養を目的とする講習会、講演会その他これらに類するものであって、国、地方公共団体、

　学校等が行うものに参加する場合

○職務遂行上必要な国、地方公共団体の実施する競争試験その他試験を受ける場合

○大学の通信教育の面接の指導を受ける場合

○地方公務員法第46条の規定により、勤務条件の措置に関し要求し及びその審査に出頭する場合

○地方公務員法第49条の2の規定により、不服申立をし、及び審査に出頭する場合

○地方公務員法第55条第11項の規定により、当局に不満を表明し、又は意見を申し出る場合

○河北町消防団員として消防活動に従事する場合

２　営利企業従事の許可

　職員は、地方公務員法により、営利企業の役員等の就任及び報酬を得て事業に従事することについて

は許可を要し、原則として禁止されています。

◇地方公務員法

第38条　職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする私企業を営むことを目的とする

　会社その他団体の役員その他人事委員会規則（人事委員会規則を置かない地方公共団体においては、

　地方公共団体の規則）で定める地位を兼ね、若しくは自ら営利を目的とする私企業を営み、又は報酬

　を得ていかなる事業若しくは事務にも従事してはならない。

　（1）許可の基準

○職務の遂行に支障がないこと

○その職員の職との間に特別な利害関係又はその発生のおそれがないこと

○国又は他の普通地方公共団体の職員の職を兼ねる場合にあっては、勤務時間及び給与を受ける時間が

　重複しないこと

　（2）現状

営利企業従事者が許可される場合の代表的な例として以下のものがあります。

○課局長等が第三セクターの非常勤取締役に無報酬で就任する場合
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３　休業制度

　（１）育児休業制度

　地方公務員の育児休業等に関する法律及び河北町職員の育児休業等に関する条例に基づき、職員は

育児のため休業することができます。

　①育児休業

・職員は、子が3歳に達するまでの期間、任命権者の承認を得て、子の養育に専念するため休業すること

　ができます。

・育児休業をしている期間については、給与は支給されません。

　②部分休業

・職員は、子が3歳に達するまでの期間、任命権者の承認を得て、子の養育を行うため一日の勤務時

　間の始め又は終わりにおいて、１日を通じて２時間を超えない範囲内で勤務しないことができま

　す。

・職員が、部分休業の承認を受けて勤務しない場合は、勤務しない１時間につき、勤務１時間あたり

　の給与が減額されます。

　③育児短時間勤務

・職員は、子が小学校就学の始期に達するまでの期間、任命権者の承認を受けて、子の養育を行う

　ため、常時勤務を要する職を占めたまま、短時間勤務をすることができます。

・育児短時間勤務をしている機関については、勤務時間に応じた給与が支給されます。

　（２）自己啓発等休業制度

　　地方公務員法及び河北町職員の自己啓発等休業に関する条例に基づき、職員は大学課程の履修又は

　国際貢献活動のため休業することができます。

　①　職員は、任命権者の承認を受けて、大学課程の履修のための休業にあっては２年間、国際貢献活動

　　のための休業にあっては３年間休業することができます。

　②　自己啓発等休業制度を利用して履修できる大学課程は、大学（当該大学に置かれる専攻科、大学院

　　を含む。）、大学又は大学院に相当する教育を行うと認められる課程を置く教育施設及びこれらに

　　相当する外国の大学の課程とされています。

　③　自己啓発等休業制度を利用して活動できる国際貢献活動は、独立行政法人国際協力機構が独立行政

 法人国際協力機構法に基づき自ら行う派遣業務の目的となる開発途上地域における奉仕活動 （国内

 における訓練その他の準備行為を含む。)とされています。

　④　自己啓発等休業をしている期間については、給与を支給しません。
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職員の研修及び勤務成績の評定の状況

１　研修の状況（平成26年度）

　各階層毎の基本研修を計画的効果的に行い、町政の課題に的確に対応できる判断能力と実行力を身に

つけられるよう配慮しています。特別研修については、地域主権時代を迎え大きく変化しつつある社会

情勢に対応し、より一層の住民福祉の向上を目指し、また、町民のニーズを的確にとらえ、豊かな創造

力を身につけ、柔軟に対応ができるよう、下記の研修を実施しています。

２　研修の内容と実績

　（1）自主研修

自主研修活動 河北町 税、各種料金・負担金における滞納整理

について

　（2）通信教育

マネジメント基本コース 産業能率大学 2 自治体向けマネジメントの基本

　（3）基本研修

新規採用予定者事前研修 河北町 3 新規採用予定者の自宅研修

新規採用職員研修 山形企業経営研修会 4 民間企業社員とともに講義・演習等

新規採用職員研修 河北町 4 町の主要事業や各種計画、各課業務説明等

新規採用職員研修 村山地域市町職員研修協議会 4 講話・講義・演習・公務員倫理ほか

初級職員研修 村山地域市町職員研修協議会 4 講話・講義・地方自治・地方財政ほか

中級職員研修 村山地域市町職員研修協議会 5 講話・講義・マネジメントほか

監督者研修 村山地域市町職員研修協議会 1 講義ほか

上級職員研修 山形県市町村職員研修協議会 6 講義・危機管理・問題解決ほか

係長級職員Ⅰ部研修 山形県市町村職員研修協議会 4 講義・メンタルヘルスほか

係長級職員Ⅱ部研修 山形県市町村職員研修協議会 1 講義・説得・交渉・調整技術ほか

課長補佐級職員研修 山形県市町村職員研修協議会 2 講義・マネジメント・政策形成ほか

課長級職員研修 山形県市町村職員研修協議会 2 講義・メンタルヘルス・危機管理ほか

　（4）特別研修

法制執務研修 河北町 講義・演習

民間企業派遣研修 ㈱べに花の里振興公社 4 接客実習ほか

議会傍聴研修 河北町 4 議会傍聴

CS（住民満足）向上研修 河北町 講義・演習

メンタルヘルス講演会 河北町 講義・演習ほか

クレーム対応研修 河北町 講義・演習ほか

新入社員・若手ドライバー等技術講習会 地区安全運転管理者協議会 4 講話・実技ほか

西村山地区自動車安全運転競技大会研修 地区安全運転管理者協議会 3 練習会・大会

女性リーダー養成研修 山形企業経営研修会 1 講義・演習・リーダーシップほか

中堅職員研修 山形県市町村職員研修協議会 1 講義・演習ほか

住民満足度（ＣＳ）向上研修 山形県市町村職員研修協議会 1 講義・演習ほか

接遇研修 山形県市町村職員研修協議会 2 講義・実習・会話トレーニングほか

協働のまちづくり研修 山形県市町村職員研修協議会 1 講義・協働の考え方・協働の必要性ほか

プレゼンテーション研修 山形県市町村職員研修協議会 1 講義・実習・プレゼンテーション概論ほか

住民基本台帳担当職員研修 山形県市町村職員研修協議会 2 講義・演習・意見交換会・事例研究ほか

税務担当職員研修（徴収） 山形県市町村職員研修協議会 2 講義・演習・意見交換会・事例研究ほか

税務担当職員研修（市町村民税課税） 山形県市町村職員研修協議会 4 講義・演習・意見交換会・事例研究ほか

研　修　内　容

研　　修　　名 実　施　主　体 人員 研　修　内　容

研　　修　　名 実　施　主　体 人員 研　修　内　容

研　　修　　名 実　施　主　体 人員 研　修　内　容

6

実　施　主　体 人員

19

研　　修　　名

30

19

18
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税務担当職員研修（固定資産） 山形県市町村職員研修協議会 1 講義・演習・意見交換会・事例研究ほか

財務担当職員研修 山形県市町村職員研修協議会 1 講義・演習・意見交換会・事例研究ほか

法制執務研修初任者コース 山形県市町村職員研修協議会 3 講義・演習・法制執務総論ほか

法制執務研修実践コース 山形県市町村職員研修協議会 3 講義・演習・法制執務総論ほか

コーチング研修 山形県市町村職員研修協議会 1 講義・演習・人材育成の手法ほか

政策形成能力向上講座 山形県市町村職員研修協議会 1 講義・演習・政策形成の過程と評価ほか

危機管理研修 山形県市町村職員研修協議会 1 講義・演習・事例紹介・課題研究ほか

折衝力向上研修 山形県市町村職員研修協議会 1 講義・演習ほか

　（5）派遣研修

ＩＣＴによる情報政策 市町村職員中央研修所 1 講義・演習ほか

資金調達戦略の基本 市町村職員中央研修所 1 講義・演習ほか

多文化共生の地域づくり 市町村職員中央研修所 1 講義・演習ほか

全国地域づくり人材塾 市町村職員中央研修所 1 講義・演習ほか

児童虐待防止対策 市町村職員中央研修所 1 講義・演習ほか

３　勤務成績の評定制度の概要

（1）昇給の場合

　各職員ごとの昇給時期（1月1日）に、任命権者が、原則として各職員の1年間の勤務成績を判定し、

その結果、昇給の可否を決定しています。

（2）昇格の場合

　昇任の時期又は昇格基準を満たした時期に、任命権者が、各職員の当該職務の級に在級している全期

間の勤務成績を判定し、その結果、昇格の可否を判断しています。

研　　修　　名 実　施　主　体 人員 研　修　内　容

研　修　内　容研　　修　　名 実　施　主　体 人員
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職員の福祉及び利益の保護の状況

１　職員の福利厚生事業の概要（平成26年度）

（1）保健事業の概要

一般健診 疾病の大半を占める生活習慣病を防ぐことに重点をおいたプログラム 山形県市町村職員共済組合

○総合健診

・問診 ・医師による聴打診 ・計測(身長、体重)

・視力検査 ・聴力検査 ・胸部エックス線検査 ・血圧測定

・尿検査 ・貧血検査 ・肝機能検査 ・血中脂質検査

・心電図検査 ・血糖

・胃がん検診

　30歳から39歳までの希望者及び原則として40歳以上の全職員

・大腸がん検診 原則として40歳以上の全職員

・肺がん検診 40歳以上で条件を満たし希望する職員

・前立腺がん検診 50歳以上で希望する男性職員

・C型肝炎検診 35歳で希望する職員及び未受診者

○婦人科検診

・子宮がん検診 20歳以上の女性職員

・乳がん検診 30歳以上の女性職員

○特定保健指導

健康セミナー 健診後の事後指導や疾病の1次予防策として実施する各種セミナーに 山形県市町村職員共済組合

関するプログラム

○ニューヘルスアップセミナー

生活習慣病の予防と生活習慣の改善を目的として、運動の実践を

中心としたセミナー

○ヘルスアップ料理教室 食生活改善を目的とした料理教室

健康管理 健康管理体制の充実を支援するためのプログラム 山形県市町村職員共済組合

○所属所健康管理対策事業助成

健康管理対策事業を実施したときに、費用の一部を助成

○健康セミナー

健康管理担当者等を対象としたセミナーの開催

○健康管理情報誌の配布

・検診啓発パンフレット ・健康管理図書

○健康管理実施状況等調査

○健診事業報告書の発行

○健康優良者等の表彰

メンタルヘル ○メンタルヘルス相談医 メンタルヘルス対策についての相談 山形県市町村職員共済組合

ス ○メンタルヘルス研修会

○ファミリー健康相談

○啓発パンフレット等配布

○こころのリフレッシュセミナー

ストレス解消法やリラクゼーションを取り入れたセミナー

○こころの健康相談 臨床心理士によるカウンセリング

保養施設 保養をとおして心身のリフレッシュを図ることを支援するためのプロ 山形県市町村職員共済組合

利用 グラム

○保養施設利用助成

共済組合の契約する保養施設を利用したときの助成

プログラム名 プ　ロ　グ　ラ　ム　の　内　容 実　施　主　体
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選択健診 一般健診プログラムに含まれない健康診断、人間ドックなどの高額な 山形県市町村職員共済組合

健康診断、被扶養配偶者に対する健康診断を実施するプログラム 山形県市町村職員互助会

○一般人間ドック助成 40歳、50歳の職員　※互助会事業

○退職前人間ドック助成

50歳以上で平成24年度中に退職を予定する職員

○脳ドック助成 45歳の職員及び46歳以上の希望する者　

※互助会事業

○配偶者健診助成 40歳未満の被扶養配偶者

○歯周病検診助成 40歳以上5歳毎の年齢

○歯科検診

生活支援 健康な生活を送るための各種の事業を実施するプログラム 山形県市町村職員共済組合

○生活向上用品紹介事業 山形県市町村職員互助会

疾病の予防と早期治療に資するための、救急薬購入に対する助成

○ライフアップセット配布

新規採用職員に対し健康生活を支援するため常備薬等を配布

○生活支援書籍配布

○ライフプラン事業

・生涯生活充実型セミナー ・退職準備型セミナー

○ライフアップ事業

レジャー、スポーツ、文化、飲食施設等を利用する際の割引等

レクリエー 健康づくりを支援するためのプログラム 山形県市町村職員互助会

ション ○スキー&スノーボード教室

独自事業 ○メンタルヘルス講習会 河北町

　（2）給付事業の概要

健康管理事業 ・人間ドック助成

・脳ドック助成

傷病になったとき 医療機関等に支払うもの ・一部負担金補助金

出産したとき ・法定給付の額 ・家族療養補助金

死亡したとき 職員に支給するもの ・弔慰金

・移送費 ・福利厚生制度支援助成

・出産費 　金

・埋葬料

・一部負担金払戻金

給料が支給されないとき ・傷病手当金

・出産手当金

・育児休業手当金

・休業手当金

・介護休業手当金

・傷病手当金附加金

その他 ・弔慰金（災害） ・結婚祝金 ・結婚（祝電）

・災害見舞金 ・入学祝金 ・死亡（花輪・弔電）

・災害見舞金 ・退職記念（花束）

・生涯生活充実支援事業

事　　　項 山形県市町村職員共済組合 山形県市町村職員互助会 河北町職員厚生会

プログラム名 プ　ロ　グ　ラ　ム　の　内　容 実　施　主　体
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　（3）貸付事業の概要（主なもの） 平成26年4月1日現在

貸付の種類 最高限度額 貸付利率 実施主体

住　宅　貸　付 1,800万円 4.36% 山形県市町村職員共済組合

在宅介護対応住宅貸付 300万円 4.10% 山形県市町村職員共済組合

　（４）河北町職員厚生会の事業費負担について

4月分給料月額*0.35/1000*12 4月分給料総額*0.35/1000*12 事業主：職員＝１：１

円 円 円

※事業内容・決算により、公費負担の割合が少なくなっております。

２　公務災害の状況（平成26年度）

認　定　件　数

0 件 0 件 0 件

0 件 0 件 0 件

0 件 0 件 0 件

３　勤務条件に関する措置の要求の状況

　地方公務員法の規定に基づき、職員から給与、勤務時間その他勤務条件に関する措置の要求があった

場合に、これを審査し、判定を行い、その結果要求が適当なものと判定した場合には、権限を有する機

関に必要な勧告を行うものです。

平成25年度末 平成26年度中 平成26年度中処理件数 平成26年度中

係属件数 要求件数 係属件数

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件

４　不利益処分に関する不服申立ての状況

　地方公務員法の規定に基づき、職員から、懲戒その他その意に反する不利益な処分について不服申立

があった場合に、これを審査し、不服申立てに理由があると認めた場合は処分の取消し、修正の採決を

行い、また、必要がある場合には、処分者に対し職員がその処分によって不当な取扱いを是正するため

の指示を行うものです。

平成25年度末 平成26年度中 平成26年度中処理件数 平成26年度中

係属件数 要求件数 係属件数

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件

計

却　下 判　定

却　下 判　定

事業主(河北町)の公費負担割合

通 勤 災 害

負　傷 疾　病

1,027

職員1人当たり公費負担額

計

公 務 災 害

事業主(河北町)の公費負担率職員１人あたりの掛金率

職員掛金額 事業主(河北町)の公費負担額

212,868 164,290
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